
世帯全員の合計所得額と基準額との比較方法 

 

申請理由を「3(1)世帯員全員の合計所得金額が認定基準額以下」でお考えの場合は、もしお手元に以下の資料があ

れば、世帯全員分の所得金額の合計が、下欄の基準額以内かどうかを申請前にご確認ください。その他の認定基準は

長崎市 HP に記載しておりますので、表面の QR コードからご確認ください。 

 

○給与所得者の場合 令和 5年分 源泉徴収票 又は 令和 6年度 市民税・県民税税額通知書 

     

     「給与所得控除後の金額」                「総所得金額①」 

 

 

 ○自営業者等の場合 令和 5年 所得税確定申告書の控（第一表） 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          

 

              「所得金額等の合計」 

（単位：円） 

 世帯人数 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 

基準額（所得額） 2,256,000 2,658,000 2,972,000 3,384,000 3,941,000 
 

 世帯人数 ７人 ８人 ９人 １０人 １１人 

基準額（所得額） 4,533,000 5,097,000 5,342,000 6,103,000 6,410,000 
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世帯の合計所得額が
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認ください。 


